
荒川区都市計画マスタープランは、Ｈ21年（2009年）に
20年後の平成40年（2028年）の荒川区の将来像を示し、街
づくりを取り組むものとされて策定されました。
社会・経済情勢も変化し、目標通りになったものやそうではない
ものも多くあります。改めて、当時の目標を検証してみたいと思い
ます。そして、未来に向けてみなさんといっしょに見直したい。

日本共産党区議会議員団 2025/4/20 No.1564 相馬ゆうこ事務所
荒川区南千住5-1-6・2階
☎・FAX 380７－４１９２

区議団控え室（荒川区役所内）
☎ 3802-4627
FAX 3806-9246
✉ arajcp@tcn-catv.ne.jp

araken-nan.jugem.jp

まちづくり・
くらしの情報を

とどけます

【目標は達成!?】
・南千住西口駅前再開発は終了しましたが、「地域の活力あるまちづくり」の目標は…。
・千住間道（107号線）の拡幅整備が完了し、331号線ももう少し、189号線は未着手です。
・当時の計画では、汐入など東側との交通円滑化のために「都電の延伸」の可能性や「コミュ
ニティバスの充実」の検討が示されていますが、期待通りにはいかなかったようです。

ーまちの歴史ー
南千住西地域は、
江戸時代、日光・
東北への宿場町と
して栄え、寺社な
ど豊かな歴史・文
化資源があります。
明治時代、荒川
（現隅田川）の水
上交通とともに明
治29年（1896年）
に常磐線南千住駅
が開設、同43年以
降に都電（旧市電）
が開通し、千住製
絨所や発電所など
が次々と建設され、
近代産業の先駆地
です。

mailto:arajcp@tcn-catv.ne.jp


ご要望やご相談などは随時ご連絡ください。事務所での定例法律相談は

毎月第２木曜18時から。平日の午後に法律事務所（北千住）でも可能です。

お名前と電話番号等を下記の留守番電話に録音して下さい。

相馬ゆうこ事務所 南千住５-１-６・２階 ☎３８０７-４１９２
ヨ イ ク ニ

日本共産党区議団は10日(金)、区長・教育長宛てに「修学旅行での万博参加にとも
なって、生徒と教員の安全確保を求める」要望書
を提出しました。

大阪万博が４月13日から始
まりましたが、開催直前に会

場内で、メタンガスが爆発の危険がある濃度まで
滞留していたことが発覚。場所は、３月にメタン
ガスによる爆発事故が起きた現場付近で、地下の
電気設備につながるマンホールから「空気と混ざ
り着火すれば爆発する危険性がある最低濃度（５v

ol％）」を超えるメタンガスが検知され、消防が出
動、周辺は立ち入り禁止となっています。

修学旅行や遠足など教育関係
の万博チケットは170万枚を販

売しており、荒川区内でも中学校３校が５月、６月、
９月に修学旅行で万博を訪れる予定です。メタンガ
スの滞留を受けて、千葉県の市立中学校では「安全
性が担保できない」と行先を変更する事態も。

メタンガスの危険以外に、
熱中症対策など医療体制にも心配の声があがっています。文科

省と旅行代理店が一体となって子どもや教員を動員し、万博入
場者の安全性よりもチケット販売数拡大が優
先されてはいないでしょうか。
学校行事は、安全確保を大前提に子どもた

ちの成長のための現場の自主的な取り組みで
す。区教育委員会は、動員ありきではなく万
博の安全性を把握し、適切な注意喚起の責任
があります。子ども・保護者・教職員の意見
をよく聞き安全に子どもたちの記憶に残る経験を作ってほしい。



警告札を自転車に貼り付け、
専用端末で撮影し写真を送信。

場所はＧＰＳで自動登録

↓

撮影から１時間後に確認、
放置されたままなら撤去依頼を送信

↓

撤去係が自転車を撤去し、
保管場所まで移送
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４月から放置自転車対策強化として、これまで不定期だっ
た放置禁止区域の自転車撤去を毎日、夜間・土日も実施に。

また、区域外でも通報があ
れば速やかに対応するとし
ています。撤去は、これま
で通り警告札を貼付けてか
ら１時間経過後すみやかに実施としています。

放置自転車は昔より減少傾向
ですが、2023年度も3,540台を撤

去しています。撤去車両の増加は、保管スペースや
管理の負担増につながりますが、5000

円の返還費用が高すぎるのか、撤去台数の半分程度し
か引き取りにきていません。引き続き駐輪場の整備や
誰もが通行しやすい空間を整備し、放置自転車をなく
すとともに、返還費用の見直しも行い、引き取り台数
の改善もはかる必要があります。

対策強化にあたって、民間事業者へ
委託し、これまでのシルバー人材セン

ターが行っていた巡回や注意札貼り付け業務が縮小されます。区としてシルバーで働
くみなさんの就労の確保策が求められます。みなさんのご意見もお寄せください。

いま、区内の全世帯の約半数が単身世帯（2020年時点）です。
50～60代では約13000人、70代以上も約12000人で、10年前より
それぞれ2000人、4000人とふえています。日頃のご相談でも、お
一人で「相続」「お墓のこと」など心配の声が少なくありません。

東京都は2024年度から、各区市に終活相談窓口
の設置について支援しています。実施している豊
島区では、23年度延べ755件の相談が寄せられたそうです。
横須賀市などでは、葬儀や納骨の生前契約、緊急連絡先や遺言

書の保管先などの情報の登録事業を実施、亡くなった後の様々な
手続や実務についてもサポートしています。
共産党区議団は、お一人でも安心して暮らせる支援策をと、①

緊急通報システムの対象を現在の「65歳以上」から引き下げるこ
と②単身の方への「終活」支援実施などを区議会で求めています。
荒川区としても「都の支援をもとに相談体制の検討を始めた」としており、みなさ
んに役立つ事業の実施が実現できるように、引き続き求めていきます。
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○「一方的な関税措置や下品な言葉で他国を攻撃したりと

ても一国の大統領とは思えない」「これ以上アメリカからの武器を買ったり、米や農産物を

輸入したりさせられるのではないかと心配です。」今回のトランプ関税のやり方には、多く

の皆さんから怒りや不安の声が寄せられています。貿易もアジアや中国との比率

が高まっているようです。いつまでもアメリカ一辺倒ではなく、自主的な外交や

米・食料の自給自足、自然エネルギーでまかなう国づくりに切り替えたい。

昨年12月に健康保険証の新規発行が終了、マイナ保険証への一
本化が強行されましたが、２月時点のマイナ保険証の利用率は全
国で26.62％・東京都では24.15％（※下枠）にとどまっています。

国民の７割以上がマイナ保険証を使用しておら
ず、「マイナンバーカードを持っていても保険証
として登録していない」人が約２割、「マイナ保

険証を持っていても使ったこと
がない」」人も約３割です。
マイナ保険証を持っていない

方には、保険証代わりになる
「資格確認書」が申請不要で交付されますが、保
険者によっては申請を必要とする事業者もあり、マイナ保険証をめぐる医療体制の整
備に不安の声が尽きません。医療関係者からは「安心して受診できるよう、マイナ保
険証の有無にかかわらず資格確認書を被保険者すべてに交付してほしい」との要望も。

こうした声も受け、政
府は今年７月に75歳以上

が加入する「後期高齢医療保険」の保険証の有効期限が切れることに伴い、マイナ保
険証の有無に関わらず加入者全員に「資格確認書」を送付する、としました。あわせ
て、新規加入者などへの自動交付も来年７月末まで延長します。マイナ保険証一本化
の強行による矛盾を放置できず国民の声がいってい反映されたかたちです。
そもそも健康保険証を廃止しなければ良
かったのです。医療関係者の声（右）は、
本当にその通りだと思います。今後、保険
証の有効期限切れやマイナンバーカード更
新等で無保険が生まれかねず、区として必
要な対応と国に意見をあげてほしい。

※しかも、厚労省が発表する利用率は「マイナ保険証の利用数÷オンラ
イン資格確認の件数」であり、「オンライン以外もふくめた資格確認の
総件数」に対する割合はさらに低くなります。（オンライン資格確認件数は2025年2月時点
で2.1億件、総件数は公表されている2023年6月時点で2.46億件）

マイナ保険証は使いたい方が使い、苦手

なら保険証でよいと思います。地域医療に

携わる医療機関が、薬剤不足も含

め余計な心配を考えずに患者さん

に安心して向き合えるよう、診療

に専念させてほしい


